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1962 I 1970 I 197;-l 
A グループ｜ 13 I 39 I 65 I 
B グループ I1,757 I 3,365 I ,711 I 
C グループ｜ 790 I 1,399 I ,918 I 








A グループ Io.79 ! 1.74 I 2.41 I 3.33 
B グループ I3.12 I 4.36 I 5.02 I 5.81 
C グループ I4 . 68 I 6 . 06 I 6 . 83 I 7. 12 
木地域合計 I3.42 1 4.69 I 5.37 I 6.12 
(2) 国民総生産が年間5%成長する場合
A グノレープ Io. 77 I 1. 59 I 2. 09 I 2. 75 
B グノレープ I3.06 I 3.97 I 4.35 I 4.80 
C グ Jレープ I4.Go I 5 30 I 5.92 I 6.13 
木地域合計 I3.36 I 4.26 I 4.65 I 5.05 
(8) 国民総生産が年間 6%成長する場合
A グループ Io.76 I 1.44 I 1.s1 I 2.27 
B グループ I3.oo I 3.61 I 3.77 I 3.97 
C グ lレープ’ I4.51 I 5.01 I 5.13 I 5.07 
本地域合計 I3目29 I 3. ss I 4 . 0<1 I 4 . rn
（出所〉 United Nations, Economic Survey of 
Asia and the Far East 1965. （日本エカフェ協会
訳『アジア経済年報1966午』，第IlI-19表）なおオ
























ss I 派遣 ｜ 
( : (2) 国立学校創設 ｜〆〈ンコク，マハン寺内
86 ! (3）国立学校増設 け5寺，教師81名
! ｜生徒1994名
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｜教育制度の確立 ｜一般教育3年職業教育
13 I I 2年教科目必修7
｜ ｜ 灘択2



















（紘 1〕 T. W. Schultzに代表される「教育の経済
学j研究は1956～57平方、ら始められている。
Ci主2) “Proposal for Action”（1962年事務総長報
告）， The United Natiuns Develψment Decade. 
(it 3) Policy Conference on Economic Growth 
and Investment in Education, il, 1962-（清水義弘
監訳『低開発国における教育投資の基本｜川題』，アゾア
経済研究所翻訳シリーズ No.14,4ベージ〕















究所「タイの経済発肢と教rni~r,u ~高 l 煮に精例にし
てすくィ1た研究がある。
( 18 ) M. Jumsai, Conψulsory Education rn 
Thailand (1952), p. 45 
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1947年 I 4,833,747 I 31.4 I 64.4 I 48.o 
1960年 I 4,828,856 I 20. 7 I 43. 9 I 32. 3 
（出所〕 UNESCO, Statistical Year Booll, 1963. 
第 5表就学率の推移
5～19歳 令層人口の 1 人口10万人当たり
視L旦埜埜萱草空豊（並Lよ一一曹董整宣λ旦iみ2 
竺干竺守｜ 1960年一一l~！＿J一竺
38 I 46 I 138 i お




90.9 I 6.5 I 
第 7表 学級別の進級率
国 名 1~：：＿戸｜－下1t「寸
アフガニスタン 〈υ 100 80 69 74 
ピ ノレ てず ") 100 33 26 19 
カンボジア（！） 100 77 71 67 52 50 
セイ ロ ン〈目 100 76 69 64 57 51 
中 国（台湾ド) '3' 100 95 94 92 92 88 
イ ン ω 100 37 29 ・．
イ フ ン（2) 100 96 92 92 74 67 
緯 国（j) 100 95 93 89 88 86 
フ オ ス（2) 100 45 49 23 
マラヤゴ諸外i (4) 100 91 84 81 
モン ノレ (G) 100 96 94 
パキスタン〈日 100 26 25 ・a
フィリピン（ l〕 100 84. 76 69 55 43 
タ イ (" 100 53 －・ ． 
ベトナム共和本国 (5) 100 73 60 45 40 ・
日（口 100 100 100 99 9j 99 













全学l育，美｜自吠｜ ｜ ｜曲 ｜されI t文学， I I I 1明記
科 ｜ ，法網科学l工学｜医学｜農学｜ない
｜主 会1 I I l ！もの
セイロン I100, 57 .4 !z1.6t 4. 1:13. s o .61 1. 9 
中国（台湾） I 1001 54. 3 I 9 . 6!21. g! 4. 1 9 . 4 … 
そとド 11001 叩 .G l18.7j 5.01 3.2 2.4 0.1 
イ フ ン I1001 51.5 I 8.41 6.731.6 1.s ・ 
韓国I1001 68.3 I 7.31 8.0:11.1 4.5 0.2 
ノfキスタン＇ 100] 75.3 ]15.61 2.01 4.1 3.0 … 
フィリピン I1001 73.5 I 1.1110.1113.4 1.s 0.1 
タ イ I1001 63.8 I 9.0! 6.7112.21 8.3 ・
ベトナム共和国 1100 66.o I 5.51 s.sl19.7 … 
日 本 I100: 70.9 I 2.7116.sl 5.1 4.s ・
アメ M カ： 10oi 68.2 In.。10.5!11.1!0 .181 
ソ連I1001 56. 9 I 26目s I 6.8 9.RI 












35 I 20 14 




























〈注1) United Nations, Economic Survey of 





（注3) UNESCO，“Educational Situation in 
Asia: Past Trend & Present Status，＇’ 1965. 
（注4) （教育投資配分比）
初等 中等 高等
アメリカ， ソ連 60 25 15 
ヨ－ P －，，パ 70 20 10 
ア ジア 85 10 5 
（注5〕 Reporton Planning for the Needs of 
8 
Child1・enand Youth in National Development, 
1964, p. 187. 
（注 6) 天城勲編『タイの経済発展と教育計画』（ア
ジア経済研究所研究参考資料第句集）， 141ベージ。（原
典『タイ－USOM合同調査団報告書』， 137ベージ〕
I タイ教育の将来
タイ教育の前途に横たわる問題は， 前章の諾指
標で素描したところである。すなわち，似）義務教
育における DropOut, （ロ）無資格教員の減少イヒ，
判教育費の調達，などである。いずれも困難な問
題ではあるが，アジア・モデル1980年の目標に沿
って，克服しなければならないであろう。すでに
1962年，新初等教育法が議会を通過し，義務教育
を4年から 7年に延長した。
1963年文部省に教育計画局が設けられ，ここが
中心となり第2次5カ年計画（1967～71年）の中に，
教育部門計画を組み入れた。教育開発は四つの新
しい重点のーっとしてとり上げられている。すな
わち， 「人的資源に対する国家的要請に対し，教
育と訓練を目的として，人的資源開発計画の立案
を検討するJ位 1）。
また第2次経済開発計画の部門別開発支出内訳
によると，教育部門資金として，構成比7.38%
（第1次計画）を 11.47%へ大きく引き上げる決定
を行なった。タイ政府の教育開発にそそぐ熱意を
うかがうことができるく注2）。
かくて，新5カ年計画は，教育が社会，経済の
発展に不可欠な要素であるとし，教育制度を新し
い時代のマンパワー需要に適応したものに改変し
ようとしているのである。
（注 1) アジア経済研究所「海外経済資料』，Vol.4,
No.2, 2ベージ。
（注2) アジア経済研究所『アジアの動向一一1967
年の回顧』， 66ベージ。
（調査企画室長〕
